
※平成30年12月21日現在で国の各省庁からの情報により作成したものです。
 ≪概算要求状況欄≫ 金額上段：Ｈ31年度要求額  金額下段：Ｈ30年度予算額  〔全〕全国枠予算  〔国〕国費ベース  〔事〕事業費ベース

≪摘要欄≫  ○：ほぼ要望どおり措置等の見込み △：一部措置等される見込み ×：措置等されない見込み

※概算要求額、予算額についてはすべて内数

要望・提案事項 予算内容等 摘要

１．大都市圏の成長を通じた日本の
再生
1-1 2025年国際博覧会の誘致・Ｇ
20大阪サミット開催に向けた支援

○

◆概算要求の状況 ＜国土交通省＞
＜なにわ筋線＞
・都市鉄道整備事業費補助（地下高速鉄道）

＜大阪モノレール延伸・北大阪急行線延伸＞
・社会資本整備総合交付金

＜連続立体交差事業＞
・連続立体交差事業の個別補助制度の創設
※社会資本整備総合交付金（交通拠点連携集中支援事業）からの移行

〔国〕８７億円

〔全〕１兆６６３億円
（〔全〕８，８８６億円）

―
（新規）

〔国〕６０億円

〔全〕８，７１３億円
H30補正〔全〕２７４億円

〔全〕４９０億円

◆概算要求の状況 ＜国土交通省＞
〇社会資本整備総合交付金

〇防災・安全交付金

〔全〕１兆６６３億円
（〔全〕８，８８６億円）

〔全〕１兆３，４３１億円
（〔全〕1兆１，１１７億円）

〔全〕８，７１３億円
H30補正〔全〕２７４億円

〔全〕１兆３，１７３億円
H30補正〔全〕２，９７５億円

◆概算要求の状況 ＜国土交通省＞
○国際コンテナ戦略港湾施策の深化と加速

○地域の基幹産業の競争力強化のための港湾整備

○訪日クルーズ旅客500万人時代に向けた
 クルーズ船の受入環境の整備

 〔全〕９２２億円
（〔全〕７７１億円）

 〔全〕１４７億円
（〔全〕１２２億円）

 〔全〕２０７億円
（〔全〕１４３億円）

〔全〕８７４億円

 〔全〕１２５億円

〔全〕１４７億円

１－３ 道路ネットワークの充実・強
化
◇「淀川左岸線延伸部」及び「大和川
線」の着実な整備及び財源確保
◇新名神高速道路の早期全線完成
◇箕面有料道路の高速道路会社へ
の早期移管及び近畿圏の高速道路
のシームレスな料金体系の実現
◇国道371号並びに地域高規格道路
（（都）八尾富田林線、（都）泉州山手
線など）の重要物流道路の指定及び
整備に必要な財源措置

○
◆予算項目以外の状況
＜淀川左岸延伸部＞
・事業者である国、西日本高速道路㈱、阪神高速道路㈱において、調査設計を実施中。
＜新名神高速道路の全線完成＞
・Ｈ３０年３月、川西～神戸間が供用。
・引き続き、事業者である西日本高速道路㈱において、八幡～高槻間の２０２３年度供用に向けて用地買収等を実施
中。
＜料金体系一元化の実現＞
・大阪府道路公社路線である箕面有料道路の移管に向け、国等と協議を実施。
＜重要物流道路の指定＞
・地域高規格道路の重要物流道路の指定に向けて、国と協議を実施。

１－４ 大阪湾諸港の機能強化
◇阪神港の物流機能強化に資する
港湾施設整備予算の確保
◇特定港湾運営会社が実施する集
貨事業に対する新たな補助制度の
創設等
◇国際拠点港湾堺泉北港における
新規岸壁の早期着手に必要な財源
措置
◇港湾管理の広域的一元化に向け
た制度改正等
◇クルーズ客船の誘致及び受入れ
の取組への支援措置

△

◆予算項目以外の状況
・特定港湾運営会社が実施する集貨事業に対する新たな補助制度は創設される見込みであるものの補助率の見直しに
は至らず。また、特定港湾運営会社に対する国の支援の強化、進出企業の施設整備費・土地取得費等に係る補助制度
の創設について、制度創設には至らず。
・港湾管理の広域的な一元化に必要な制度改正等は、実現していない。

１－２ 鉄道ネットワークの充実・強
化など
◇なにわ筋線の早期整備に向けた
来年度の新規事業採択
◇大阪モノレール及び北大阪急行の
延伸事業の進捗に応じた必要な支
援
◇連続立体交差事業に推進に必要
な財源措置 ○

◆予算項目以外の状況
＜なにわ筋線＞
・整備主体である関西高速鉄道㈱をはじめ、運行主体である西日本旅客鉄道㈱、南海電気鉄道㈱や、大阪府・市が協
力して、調査・設計、環境アセスメントや都市計画に係る手続き等を進めているところ。

平成31年度 国の施策・予算に関する提案・要望 政府予算案（都市整備関係）
平成31年1月31日

大  阪  府

概算要求状況等
◆予算項目以外の状況
＜万博＞
・H３０年１１月、第１６４回BIE（博覧会国際事務局）総会での加盟国による投票の結果、２０２５年の万博開催国が日本
（大阪・関西）に決定。
＜Ｇ２０＞
・H３０年４月、国において、関係府省の緊密な連携を図るとともに、政府全体の総合調整を行い、その開催の円滑な実
施を図るため「Ｇ２０大阪サミット準備会議」を設置。外務省において、環境整備関連のための補助制度が創設された。
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要望・提案事項 予算内容等 摘要概算要求状況等
２．安全・安心な暮らしを支える都市
インフラの形づくり

○

◆概算要求の状況 ＜国土交通省＞
○防災・安全交付金 〔全〕1兆３，４３１億円

（〔全〕１兆１，１１７億円）
〔全〕１兆３，１７３億円

H30補正〔全〕２，９７５億円

◆概算要求の状況 ＜国土交通省＞
〇公共土木施設災害復旧事業費 〔全〕５４４億円

（〔全〕５４４億円）
〔全〕５５１億円

H30補正〔全〕１，０５１億円

◆概算要求の状況 ＜国土交通省＞
○社会資本整備総合交付金

○防災・安全交付金

○一般公共事業費（治水）

〔全〕１兆６６３億円
（〔全〕８，８８６億円）

〔全〕１兆３，４３１億円
（〔全〕１兆１，１１７億円）

〔全〕８，９９２億円
（〔全〕７，５７４億円）

〔全〕８，７１３億円
H30補正〔全〕２７４億円

〔全〕１兆３，１７３億円
H30補正〔全〕２，９７５億円

〔全〕９，９７３億円

◆概算要求の状況 ＜国土交通省＞
〇社会資本整備総合交付金

〇防災・安全交付金

〔全〕１兆６６３億円
（〔全〕８，８８６億円）

〔全〕１兆３，４３１億円
（〔全〕１兆１，１１７億円）

〔全〕 ８，７１３億円
H30補正〔全〕２７４億円

〔全〕１兆３，１７３億円
H30補正〔全〕２，９７５億円

３．誰もが安心して暮らせる大阪の
実現
３－１ 建設発生土の適正処理のた
めの法制度の整備
◇埋立て行為等に対する許可基準、
罰則規定等を盛り込んだ法制度の整
備
 

×

◆予算項目以外の状況
・建設発生土の適正処理にかかる法制化は実現していない。
・H３０年１２月、大阪府が全国の都道府県に呼びかけ、建設発生土等の適正処理の法制化を視野に入れた全国ネット
ワーク会議を開催。１６府県に加え、国土交通省も参加。

２－３ 社会経済の壊滅的な被害を
回避する治水対策
◇寝屋川流域の総合治水対策に必
要な財源措置
◇地下河川整備のための、新たな財
政支援制度の創設
◇安威川ダムの供用開始に向けて
必要な財源措置
◇阪神なんば線淀川橋梁の架け替
え事業の推進

○

◆予算項目以外の状況
・地下河川整備を含む、地方公共団体が実施する河川等の事業に対して、計画的・集中的に支援することを可能にする
個別補助制度が創設・拡充された。

２－４ 都市基盤施設の老朽化対策
◇下水道施設、道路等の長寿命化
対策や更新に必要な財源措置
◇施設の点検、修繕等への交付金
や補助制度の適用及び起債等制度
の充実

○
◆予算項目以外の状況
・道路の大規模修繕・更新補助制度において、対象事業の要件緩和が実現。
・合流式の雨水ポンプ場の改築更新が防災・安全交付金の重点配分の対象とされた。
・上記以外の小規模な修繕・更新等に対する交付金、補助事業の適用対象の拡大など制度の充実は実現していない。

◆予算項目以外の状況
・H３０年１２月、国において「防災･減災､国土強靱化のための３か年緊急対策」が閣議決定され、「防災のための重要イ
ンフラ等の機能維持」及び「国民経済・生活を支える重要インフラ等の機能維持」の観点から、特に緊急に実施すべきソ
フト・ハード対策について、３年間の財政支援が決定。都市基盤施設の老朽化対策にも寄与。

２－１ 南海トラフ巨大地震の津波
浸水対策
◇防災、減災のために十分な予算の
確保や新たな財政支援制度の創設
など緊急的な財政措置

△
◆予算項目以外の状況
・新規制度の創設も含めた別枠予算の確保は実現していない。

２－２ 大阪府北部地震及び平成30
年７月豪雨への対応
◇都市基盤施設の災害復旧に必要
な技術的・財政的支援
◇災害発生時の鉄道の運行再開に
関する情報発信のあり方等の検討
及び情報共有や助言等の支援

○◆予算項目以外の状況
＜地震発生時の鉄道の運行再開に関する情報発信＞
・鉄道事業者が参画する国の連絡会議で、鉄道の運転再開に関する情報提供等について検証等が行われた。
・各鉄道事業者により、災害時における利用者への情報発信に関する検討がなされているところ。
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要望・提案事項 予算内容等 摘要概算要求状況等
◆概算要求の状況 ＜国土交通省＞
〇社会資本整備総合交付金

〇防災・安全交付金

〔全〕１兆６６３億円
（〔全〕８，８８６億円）

〔全〕１兆３，４３１億円
（〔全〕1兆１，１１７億円）

〔全〕 ８，７１３億円
H30補正〔全〕２７４億円

〔全〕１兆３，１７３億円
H30補正〔全〕２，９７５億円

◆概算要求の状況 ＜国土交通省＞
＜鉄道施設耐震対策、地下駅浸水対策＞
・鉄道施設総合安全対策事業費補助
・都市鉄道整備事業費補助（地下高速鉄道）

＜可動式ホーム柵＞
・都市鉄道整備事業費補助（地下高速鉄道）
・地域公共交通確保維持改善事業
・訪日外国人旅行者受入環境整備緊急対策事業

〔国〕１５１億円
（〔国〕８６憶円）

〔国〕４５９億円
（〔国〕３５１億円）

〔国〕１２７億円

〔国〕３３５億円

◆概算要求の状況 ＜国土交通省＞
○港湾整備事業
 ・港湾事業

 

 〔全〕２，７８１億円
（〔全〕２，３２８億円）

 〔全〕２，７６０億円

（６）港湾事業等の推進

◇堺２区基幹的防災拠点の耐震強化岸
壁の早期着手
◇汐見３号岸壁の改修事業に必要な財
源措置 △

◆予算項目以外の状況
＜堺２区基幹的防災拠点の耐震強化岸壁の早期着手＞
・早期着手に向けて、引き続き、国と協議を実施。

【個別要望事項】
（１）道路・街路事業の推進
（３）治水・砂防事業の推進
（４）下水道事業の推進
（５）公園事業の推進
（７）市街地整備事業の推進
 

○◆予算項目以外の状況
＜道路・街路事業の推進＞
無電柱化推進のあり方検討委員会等の国の会議で、低コスト手法について検討されているところであり、標準仕様の策
定には至っていない。なお、低コスト手法を活用した無電柱化事業については、防災・安全交付金の重点配分の対象と
された。
＜下水事業の推進＞
・合流式の雨水ポンプ場の改築更新が防災・安全交付金の重点配分の対象とされた。

（２）鉄道施設の安全対策の推進及
び利便性向上の取組の促進

 

△

◆予算項目以外の状況
・鉄道事業者が行う可動式ホーム柵整備の補助にかかる地方負担額の起債充当率の拡充、鉄道施設の耐震改修や地
下駅浸水対策の補助にかかる地方負担額についての起債措置等は実現していない。
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